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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第38期

第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （百万円） 19,037 19,009 24,890

経常利益 （百万円） 2,429 1,311 3,069

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,309 3,090 1,601

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,452 3,208 1,742

純資産額 （百万円） 21,140 24,445 21,458

総資産額 （百万円） 36,290 46,003 36,879

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 63.57 134.11 75.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 61.35 131.39 73.20

自己資本比率 （％） 56.8 51.8 56.7
 

 

回次
第38期

第３四半期
連結会計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.34 15.53
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第38期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、次のとおりです。

 
　第１四半期連結会計期間において、新たに株式を取得した富士車輌株式会社を連結の範囲に含めております。

 第２四半期連結会計期間において、新たに設立した株式会社グリーンアローズ東北を連結の範囲に含めておりま

す。

　当第３四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社花巻バイオマスエナジー、株式会社Ｔ・Ⅴエナジーホー

ルディングス、新たに株式を取得した株式会社富士リバースを連結の範囲に含めております。また、新たに設立した

株式会社Ⅴ・Ｔエナジーマネジメントを持分法適用の範囲に含めております。

　この結果、連結子会社は５社増加し19社に、持分法適用会社は１社増加し５社となりました。

　なお、富士車輌株式会社の子会社化に伴い、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しておりま

す。詳細は「第４　経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであり

ます。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において締結した、経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

　

　（資本業務提携及び第三者割当増資による新株式発行）

　当社は、平成26年12月24日開催の取締役会において、フランス・パリに本社を構える世界的環境企業ヴェオリア・

エンバイロメント（以下、「ヴェオリアグループ」）の日本法人ヴェオリア・ウォーター・ジャパン株式会社（以

下、「ヴェオリア社」）と資本業務提携契約を締結し、あわせてヴェオリア社に対する第三者割当による新株式発行

を決議いたしました。

　今回の提携は、当社のこれまでのビジネスモデルの幅を拡げ、新たな事業領域の開拓に一層のスピード感を持って

取り組むための大きな転機ともなり、共同で設立する再生可能エネルギーに関する持株会社を核として、当社の既存

事業のベースに、ヴェオリアグループの持つ世界最高水準の経営資源を有機的に結合させ、日本国内及び海外での事

業展開に関し積極的に協働してまいります。

 
(1)　資本業務提携の理由

　当社は創業以来、廃棄物処理・リサイクル事業を中心に展開してまいりました。さらに、平成23年の東日本大震災

後は、我が国において重要な役割を担う再生可能エネルギー分野への参入を決定し、新たな事業の柱として積極的に

推進していくことも表明いたしました。

　しかしながら、その事業推進のスピードを加速するためには、技術的な課題等経営資源として不足している要素が

あり、単独での取組みでは多くの時間を要することも認識いたしておりました。木質バイオマス発電をはじめとする

再生可能エネルギー事業は、当社におけるこれまでの廃棄物処理事業のベースに成り立つものではありますが、戦略

的事業の柱として成長させていくには、実績豊富な戦略的パートナーとの連携なしでは不可能であるとして検討を重

ねてまいりました。

　一方、今回の提携先であるヴェオリア社は、仏国ヴェオリアグループの日本法人として、平成14年５月に設立さ

れ、主に自治体向けの上水・下水処理施設の運転維持管理等、水事業を展開しており、直近は、将来戦略として日本

国内における水事業以外への市場開拓も検討いたしておりました。

　ヴェオリアグループは、創業1853年、民間企業としては世界初となる公共水道の委託事業からスタートし、以降、

自治体、民間企業に対する「水処理委託事業」分野で成長を続け、現在では、「エネルギー事業」、「廃棄物処理事

業」にまで事業分野・対象市場を拡大させた、世界最大手の総合環境企業として広く認知されています。直近の従業

員数は世界のあらゆる地域に18万名強、売上高は223億ユーロ（約3兆1,220億円、2013年12月末現在、1ユーロ140円で

換算）です。

　また、ヴェオリアグループは、再生可能エネルギー事業、とりわけバイオマス発電に関しても、数多くの実績に裏

打ちされた高い技術力とノウハウを有し、森林木質バイオマスはもとより、農作物、草木、食品残渣、竹、パーム椰

子、ココナッツ等、様々な種類のバイオマスを扱っております。発電方法も焼却のほか、メタン発酵・ガス化プロセ

スなどがあり、発電所は世界中に500か所以上、全体で年間390万ｔ以上のバイオマスを使用し、エネルギー事業全体

では5,370万ＭＷｈの電気を発電しております。

　こうしたことから、当社は、ヴェオリアグループが有する世界最高水準の知見を活用して、再生可能エネルギー事

業のますますの拡大を図ってまいります。また、将来的には、両社共同で、木質バイオマス発電に限らず、資源エネ

ルギー事業、廃棄物処理リサイクル事業など、国内はもとより海外においても展開していくことを協議してまいりま

す。今後段階的に協働事業を進めるにあたり、定期的に検討する場を設け、様々な可能性を模索してまいりたいと存

じます。
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(2)　資本業務提携の内容等

 ①業務提携の内容

　再生可能エネルギーに関する事業を共同で行うことを目的として、当社を主体とした投資目的のための持株会社

（「株式会社Ｔ・Ｖエナジーホールディングス」）を設立し、対象となる各プロジェクト会社（当初は「株式会社津

軽バイオマスエナジー」、「株式会社花巻バイオマスエナジー」）に対する投融資並びに運営を協力して行ってまい

ります。

　他方、バイオマス発電所の安定した運転・維持管理のため、ヴェオリアグループの有する運転管理手法を用い、

ヴェオリア社を主体とした合弁会社（「株式会社Ｖ・Ｔエナジーマネジメント」）を設立し、一括してプラントの運

転管理の受託業務を行います。

 ②資本提携の内容

 当社は、ヴェオリア社との事業提携を円滑に推進するため、資本提携の第一弾としてヴェオリア社を割当先とする

第三者割当増資（割当株式数478,000 株）を実施することといたしました。本第三者割当増資後に、同社が所有する

ことになる当社株式割合は、発行済株式総数に対して２％程度となります。

 上記の契約に基づき平成27年１月13日にヴェオリア社からの払い込みが完了いたしました。第三者割当増資の詳細

は、「第4　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 
（取得による企業結合）

　当社は、平成26年９月18日開催の当社取締役会において、株式会社富士リバースの全株式を取得することを決議

し、平成26年10月14日付で株式譲渡契約を締結致しました。当該契約に基づき平成26年10月15日に全株式を取得して

おります。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりでありま

す。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）におけるわが国経済は、平成26年４

月に実施された消費増税による影響の長期化に加え、天候不順、為替や原油価格の急激な変動等の要因も重なり、

景気の先行きが不透明な状況となりました。

　一方、当社グループの主要顧客である建設業界は、国土強靭化・2020年の東京オリンピックに向けた都市の再構

築・インフラ整備等、その効果と規模に大きな期待が寄せられております。しかしながら、現状において首都圏に

おける工事の遅れはますます顕著となっており、殊に当初、当第３四半期中に工事開始を予定していた多くの現場

に期ズレが発生しております。東京オリンピックに向けた環境整備についても、本格事業の幕開けとして注目され

ていた国立競技場（国立霞ヶ丘競技場）の解体工事が、上半期の着工予定から半年以上遅れて年明けからスタート

するなど、都市の再開発事業は、ようやく着工する動きが見えてきたところです。

　こうした外部環境下、当社グループにおいても、工事現場各所からの廃棄物受け入れ時期に遅れが目立ち、第３

四半期に見込んでいた大型案件が第４四半期にずれ込むなど、当初見込んでいた廃棄物受け入れ量は確保できませ

んでした。加えて、平成23年５月から平成26年３月にかけての東日本大震災災害廃棄物処理再資源化事業が終了し

たこともあり、当第３四半期連結累計期間における売上高は前年同期のほぼ横ばいの19,009百万円（前年同四半期

比0.1％減）、営業利益は1,427百万円（前年同四半期比44.8％減）、経常利益は1,311百万円（前年同四半期比

46.0％減）となり、負ののれん発生益2,400百万円を計上したことにより四半期純利益は3,090百万円（前年同四半

期比135.9％増）となりました。

 
セグメントの業績は次のとおりであります。

①㈱タケエイ

主要顧客である建設業の工事遅れによる廃棄物排出量の停滞や、前年度継続して取り組んでいた東日本大震災

災害廃棄物処理再資源化事業が前年同期にピークにあった（前年度をもってすべて終了）ことから、当第３四半

期連結累計期間については、前年同期と比較し減益となりました。国立競技場など遅れていた大型案件について

は、平成27年１月にスタートするなど、今年に入り明るい兆しが見られるようになりました。この結果、売上高

は8,854百万円（前年同四半期比19.6％減）となり、セグメント利益は561百万円（前年同四半期比47.7％減）と

なりました。
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②㈱リサイクル・ピア

東日本大震災災害廃棄物処理再資源化事業が終了した反動に加え、外注コスト上昇の影響を受け、厳しい収支

となりました。東京都内湾岸地域にリサイクル施設を構える同社にとっては、株式会社タケエイと同様に、今年

に入りようやく都市部再開発に伴う需要が見えてまいりました。この結果、売上高は2,049百万円（前年同四半期

比41.0％減）となり、セグメント損失は156百万円（前年同四半期のセグメント利益は532百万円）となりまし

た。

③㈱北陸環境サービス

スポット案件の受け入れは減少しているものの総じて順調に推移しました。この結果、売上高は859百万円（前

年同四半期比11.3％減）となり、セグメント利益は373百万円（前年同四半期比22.7％減）となりました。

④㈱ギプロ

都内再開発案件等が寄与し、高水準を維持しました。この結果、売上高は576百万円（前年同四半期比6.9％

増）となり、セグメント利益は280百万円（前年同四半期比0.6％減）となりました。

⑤富士車輌㈱

平成26年６月末に子会社化した同社については、当初想定を上回る売上が確保でき、利益についても想定以上

となりました。環境プラントの開発製造を主力事業とする同社は、新規需要を着実に積み上げつつあります。こ

の結果、売上高は3,065百万円となり、セグメント利益は327百万円となりました。

⑥その他

株式会社池田商店については、需要が回復しつつあり、前年度に比し収益が改善しております。コンクリート

等の建設廃材を扱う同社も、東京オリンピック需要の恩恵を受ける事業を展開しております。

　平成25年12月に子会社化した東北交易株式会社、平成26年４月に廃石膏ボードリサイクル施設を開業した株式

会社グリーンアローズ関東については、設備改善等に想定以上の時間を要し、今期連結業績の重荷となっていま

したが、秋以降は両社とも受入量が拡大傾向にあり、第４四半期からの黒字化に目処が立ちました。　　

　開業準備中のグループ会社（株式会社津軽バイオマスエナジー、株式会社花巻バイオマスエナジー、株式会社

門前クリーンパーク、株式会社グリーンアローズ東北）については、事業化（木質バイオマス発電事業、最終処

分場開発等）に向けた先行投資を推進しております。

　この結果、売上高は3,603百万円（前年同四半期比18.5％増）となり、セグメント利益は147百万円（前年同四

半期比58.9％減）となりました。

 

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は46,003百万円（前連結会計年度末比24.7％増）となり、前連結会

計年度末に比べ9,124百万円増加いたしました。流動資産は17,847百万円となり、4,870百万円増加いたしました。

これは、現金及び預金が2,780百万円、受取手形及び売掛金が984百万円、仕掛品が921百万円増加したこと等により

ます。固定資産は27,617百万円となり、4,205百万円増加いたしました。これは、建物及び構築物が386百万円、機

械装置及び運搬具が554百万円、土地が2,180百万円、並びにその他のうち建設仮勘定が799百万円増加したこと等に

よります。

負債合計は21,558百万円（前連結会計年度末比39.8％増）となり、前連結会計年度末に比べ6,137百万円増加いた

しました。流動負債は10,805百万円となり、2,842百万円増加いたしました。これは、買掛金が371百万円、短期借

入金が1,377百万円、1年内返済予定の長期借入金が545百万円、並びにその他のうち前受金が430百万円増加したこ

と等によります。固定負債は10,752百万円となり、3,294百万円増加いたしました。これは、長期借入金が2,690百

万円、繰延税金負債が558百万円増加したこと等によります。

純資産は24,445百万円（前連結会計年度末比13.9％増）となり、前連結会計年度末に比べ2,986百万円増加いたし

ました。これは、利益剰余金が2,860百万円増加したこと等によります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,640,000

計 44,640,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,400,800 23,878,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 23,400,800 23,878,800 － －
 

（注）１ 提出日現在発行数には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　　　２ 平成27年１月13日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が478,000株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ229百万円増加しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権及び新株予約権付社債はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年10月１日～

平成26年12月31日

　　（注）１

27,600 23,400,800 6 6,259 6 6,202

 

（注）１ 新株予約権行使による増加額であります。

　　　２ 平成27年１月13日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が478,000株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ229百万円増加しております。

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－ －
　普通株式 290,900

完全議決権株式（その他） 　普通株式 23,079,800 230,798 －

単元未満株式 　普通株式 2,500 － －

発行済株式総数  23,373,200 － －

総株主の議決権  － 230,798 －
 

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名義の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 東京都港区芝公園二丁目４
番１号　Ａ-10階

290,900 － 290,900 1.24
株式会社タケエイ

計 － 290,900 － 290,900 1.24
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,968 10,748

  受取手形及び売掛金 3,674 4,659

  商品及び製品 8 13

  仕掛品 46 968

  原材料及び貯蔵品 262 600

  繰延税金資産 207 201

  未収入金 189 291

  その他 632 374

  貸倒引当金 △13 △11

  流動資産合計 12,977 17,847

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,094 6,480

   機械装置及び運搬具（純額） 2,778 3,333

   最終処分場（純額） 1,192 864

   土地 9,408 11,589

   その他（純額） 1,510 2,245

   有形固定資産合計 20,983 24,513

  無形固定資産   

   のれん 640 913

   その他 118 236

   無形固定資産合計 758 1,149

  投資その他の資産   

   投資有価証券 267 481

   退職給付に係る資産 127 195

   繰延税金資産 240 199

   その他 1,096 1,166

   貸倒引当金 △62 △87

   投資その他の資産合計 1,670 1,954

  固定資産合計 23,412 27,617

 繰延資産 490 538

 資産合計 36,879 46,003
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 740 1,111

  短期借入金 1,885 3,262

  1年内返済予定の長期借入金 2,985 3,530

  1年内償還予定の社債 278 278

  未払法人税等 522 88

  その他 1,552 2,535

  流動負債合計 7,963 10,805

 固定負債   

  社債 272 208

  長期借入金 5,408 8,098

  繰延税金負債 284 843

  退職給付に係る負債 139 310

  資産除去債務 423 429

  その他 929 862

  固定負債合計 7,457 10,752

 負債合計 15,420 21,558

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,240 6,259

  資本剰余金 6,922 6,941

  利益剰余金 7,750 10,610

  自己株式 △82 △83

  株主資本合計 20,830 23,728

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 67 106

  その他の包括利益累計額合計 67 106

 少数株主持分 561 610

 純資産合計 21,458 24,445

負債純資産合計 36,879 46,003
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 19,037 19,009

売上原価 14,050 14,680

売上総利益 4,987 4,328

販売費及び一般管理費 2,399 2,901

営業利益 2,587 1,427

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取賃貸料 10 8

 その他 28 39

 営業外収益合計 39 49

営業外費用   

 支払利息 140 117

 持分法による投資損失 8 18

 その他 47 29

 営業外費用合計 197 165

経常利益 2,429 1,311

特別利益   

 固定資産売却益 43 23

 負ののれん発生益 － 2,400

 持分変動利益 0 44

 特別利益合計 43 2,468

特別損失   

 固定資産売却損 0 1

 減損損失 － 47

 出資金評価損 － 6

 段階取得に係る差損 12 －

 和解金 14 －

 特別損失合計 27 55

税金等調整前四半期純利益 2,446 3,723

法人税、住民税及び事業税 896 531

法人税等調整額 159 23

法人税等合計 1,055 554

少数株主損益調整前四半期純利益 1,390 3,168

少数株主利益 80 78

四半期純利益 1,309 3,090
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,390 3,168

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 59 37

 持分法適用会社に対する持分相当額 2 2

 その他の包括利益合計 61 39

四半期包括利益 1,452 3,208

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,371 3,129

 少数株主に係る四半期包括利益 80 78
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【注記事項】

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間の末日より、新たに株式を取得した富士車輌株式会社を連結の範囲に含め、第２四半

期連結会計期間より、新たに設立した株式会社グリーンアローズ東北を連結の範囲に含めております。

　また、当第３四半期連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社富士リバース、新たに設立した株式会

社花巻バイオマスエナジー及び株式会社Ｔ・Ⅴエナジーホールディングスを連結の範囲に含めております。

（持分法適用の範囲の重要な変更）

　当第３四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社Ⅴ・Ｔエナジーマネジメントを持分法適用の範囲に

含めております。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

減価償却費 1,448百万円 1,386百万円

のれんの償却額 162百万円 113百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 127 20.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

平成25年10月30日
取締役会

普通株式 114 5.00 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金
 

 

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３. 株主資本の著しい変動

当社は、平成25年８月19日開催の取締役会において、公募による新株式の発行（一般募集）及び第三者割当による

自己株式の処分を行うことを決議し、平成25年９月３日を払込期日として普通株式3,200,000株を新規発行し、平成25

年９月24日を払込期日として普通株式450,000株の処分を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において

資本金が2,001百万円増加、資本剰余金が2,439百万円増加、自己株式が125百万円減少し、当第３四半期連結会計期間

末において資本金が6,225百万円、資本剰余金が6,908百万円、自己株式が82百万円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 114 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 115 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
 

 

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

15/24



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
㈱タケエイ

㈱リサイク
ル・ピア

㈱北陸環境
サービス

㈱ギプロ 計

売上高        

  外部顧客への売上高 11,014 3,472 968 539 15,996 3,041 19,037

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

188 4 31 160 385 403 788

計 11,202 3,477 1,000 700 16,381 3,444 19,826

セグメント利益 1,074 532 483 281 2,372 358 2,731
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、㈱池田商店、環境保全㈱、諏訪重機運

輸㈱、橋本建材興業㈲、㈱金山商店、㈱アースアプレイザル、㈱タケエイエナジー＆パーク、㈱門前クリーン

パーク、㈱グリーンアローズ関東及び㈱津軽バイオマスエナジーを含んでおります。

 

２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 2,372

「その他」の区分の利益 358

セグメント間取引消去 52

のれんの償却額 △162

その他の調整額 △33

四半期連結損益計算書の営業利益 2,587
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当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
㈱タケエ

イ

㈱リサイ
クル・ピ

ア

㈱北陸環
境サービ

ス
㈱ギプロ

富士車輌
㈱

(注)２
計

売上高         

  外部顧客への売上高 8,854 2,049 859 576 3,065 15,406 3,603 19,009

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

193 36 7 137 11 386 417 804

計 9,048 2,085 867 714 3,076 15,792 4,021 19,814

セグメント利益又は損失(△) 561 △156 373 280 327 1,386 147 1,534
 

(注)１「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、㈱池田商店、環境保全㈱、諏訪重機

運輸㈱、橋本建材興業㈲、㈱金山商店、㈱アースアプレイザル、㈱タケエイエナジー＆パーク、㈱門前ク

リーンパーク、㈱グリーンアローズ関東、㈱津軽バイオマスエナジー、東北交易㈱、㈱富士リバース、㈱グ

リーンアローズ東北、㈱花巻バイオマスエナジー及び㈱Ｔ・Ｖエナジーホールディングスを含んでおりま

す。

　　２　当第３四半期連結累計期間において、富士車輌㈱の株式を取得し連結の範囲に含めたことにより、前連結会

計年度末日に比べ、「富士車輌㈱」のセグメント資産が5,974百万円増加しております。

 

２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 1,386

「その他」の区分の利益 147

セグメント間取引消去 42

のれんの償却額 △113

その他の調整額 △35

四半期連結損益計算書の営業利益 1,427
 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、報告セグメントに「富士車輌㈱」を追加しております。なお、みなし取得日を平成

26年６月30日としているため、第１四半期連結会計期間は貸借対照表のみを連結しております。

　また、第１四半期連結会計期間より、従来報告セグメントとしておりました「㈱池田商店」については、量的な重

要性が低下したため、「その他」の区分に含めて記載する方法に変更しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。

　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する事項

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「その他」の区分（㈱池田商店）において、遊休資産について当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（47百万円）として特別損失に計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「その他」の区分において、株式会社富士リバースを連結の範囲に含めたことに伴い、当第３四半期連結累計期間

において386百万円ののれんを計上しております。
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（重要な負ののれんの発生益）

　富士車輌株式会社を連結の範囲に含めたことに伴い、当第３四半期連結累計期間において負ののれん発生益（2,400

百万円）を計上しております。　　　
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

　１．企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び事業の内容

　　被取得企業の名称　株式会社富士リバース（以下「富士リバース」）

事業の内容　　　　一般廃棄物処分業、一般廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業、産業廃棄物収集運搬業、木

質系特殊（有機）肥料生産販売、木質系燃料チップ生産販売、一般建設業（造園工事）他

②　企業結合を行った主な理由

富士リバースは、富士山の裾野に位置する山梨県富士吉田市に本社を構え、生木等の再生資源化・再生エネル

ギー原燃料化事業を専門的に行うという特色を持った廃棄物処理・リサイクル事業者で、関東・甲信地域で圧倒的

な取扱高を誇っております。具体的には、主に関東・甲信地域の地方自治体と委託契約を結び、街路樹整備に伴っ

て発生する剪定枝や、公園等公共施設からの伐採木・間伐木・剪定枝を回収します。あわせて、民間事業者である

造園業や建設業等の事業活動に伴い撤去された伐採材・伐根材等の廃木材も回収し、これらをチップ化します。そ

の後、木質系チップは、敷料として地元の酪農事業に活用されますが、さらに、発生する牛糞等を集荷し混合・発

酵させ、有機肥料を製造します。

　こうしたビジネスモデルは、創業者の試行錯誤により構築された「廃棄物として排出された生木類の100％リサイ

クル」という、全国的にも、ことに関東・甲信地域では珍しい業態であり、製造された有機肥料は、剪定枝の発生

元である自治体や地元の協力農家で循環利用されるほか、全国チェーンの大手ホームセンター各地に出荷販売さ

れ、高い評価を得ております。また直近は、木質系チップを関東近郊の発電所に発電用原燃料としても出荷してお

ります。

　当社グループにとって、今回の富士リバースの子会社化は、当社がこれまで手がけてこなかった、地方自治体か

らの民間委託事業（自治体が排出事業者である「一般廃棄物処理」）という新たな分野への参入ということになり

ます。

　現在首都圏では、各自治体による環境美化・都市緑化の取り組み強化や、都市周辺部の再開発事業の増加から、

市街地（道路・公園・庭園・庭等）から発生する廃木材の増加が見込まれております。

　そこで、富士リバースでは、受け入れを強化し、廃木材をチップ化する能力を増強させる計画（現状の倍増を計

画）を進めております。さらに、能力増強によって増加した木質系チップを原燃料とする廃棄物由来の「自主回

収・自社産燃料・地産地消型・都市型バイオマス」発電事業への参入も、関東・甲信地域においてあわせて検討し

てまいります。

③　企業結合日

平成26年10月15日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤　結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　 　 0％

　企業結合日に取得した議決権比率　　　　　100％

　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権の100％を取得したためであります。

 
２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年10月１日から平成26年12月31日まで
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３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 120百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 1百万円

取得原価  121百万円
 

 
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

386百万円

②　発生原因

取得原価が企業結合時の時価純資産額を上回ったため、その超過額をのれんとして計上しております。

③　償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 63円57銭 134円11銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 1,309 3,090

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,309 3,090

普通株式の期中平均株式数(株) 20,604,108 23,044,861

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 61円35銭 131円39銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 747,203 476,712

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －

 

（注）当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額を算定しております。

（重要な後発事象）

第三者割当による新株式発行

　当社は、平成26年12月24日開催の取締役会決議に基づき、平成27年１月13日に第三者割当により新株式を発行いた

しました。

　その概要は次のとおりであります。

 
　①　発行する株式の種類及び数　普通株式　478,000株

　②　発行価額　　　　　　　　　１株につき962円

　③　発行価額の総額　　　　　　459,836,000円

　④　資本組入額　　　　　　　　１株に付き481円

　⑤　資本組入額の総額　　　　　229,918,000円

　⑥　払込期日　　　　　　　　　平成27年１月13日

　⑦　割当先及び割当株式数　　　ヴェオリア・ウォーター・ジャパン株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　478,000株

　⑧　資金の使途　　　　　　　　設備資金のための子会社への投融資に充当する予定であります。

　

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

21/24



２ 【その他】

第39期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当金を支

払いました。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　  115百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　 　　5円00銭

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成26年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月13日

株式会社タケエイ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  伊　藤　俊　哉    印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  佐　藤　和　充    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タケエ

イの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タケエイ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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